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研究要旨 

2018～2022 年度に実施された、たばこ税増税時の紙巻きたばこ、加熱式たばこ喫煙者の喫煙及び禁

煙の動向を分析した。 
本研究は、インターネット調査 JASTIS(The Japan “Society and New Tobacco” Internet Survey)

の 2018～2023 年の調査結果を用いた。喫煙状況として、紙巻きたばこもしくは加熱式たばこを過去 1
年間に習慣的に喫煙していた 20～69 歳の喫煙者を対象とし、2018～2022 年の各年を初回調査とし翌

年の調査を追跡調査とする 1 年の継続調査データを用いて、喫煙・禁煙状況の変化を分析した。禁煙者

の動向は、2018 年～2021 年の各年の初回調査で習慣的な喫煙者であり、翌年の調査時に禁煙した対象

者の次年度のデータを用いて、禁煙・喫煙の推移を分析した。 
紙巻きたばこのみ（紙巻のみ）、加熱式たばこのみ（加熱のみ）、紙巻きたばこと加熱式たばこの併用

者（併用）とも半数以上が翌年も同じ種類のたばこ製品を喫煙していたが、紙巻のみの喫煙者はよりそ

の傾向が強かった。禁煙への移行を見ると、紙巻のみの喫煙者は、2018～2019 年、2019～2020 年コホ

ートでは約 15％であったが、2020～2021 年コホート以降に約 25％に増加した。加熱のみ（約 13～
24％）、併用（約 10～16％）ではそのような傾向はみられず、紙巻のみより割合も低かった。他のたば

こ製品への変化は、紙巻のみ、加熱のみでは併用への移行が多く、併用では、加熱のみへの移行が多か

った。禁煙者の翌年の状況を見ると、7 割以上が禁煙を維持し、その割合は年を経るごとに増加傾向に

あった。再喫煙者の状況を見ると、紙巻のみへの移行が最も多かった。 
加熱式たばこを使用している喫煙者は、加熱のみ、併用を含め、禁煙へ移行する割合が低く、併用も

しくは、加熱のみを選択する割合が高かった。これは、喫煙者が加熱式たばこのメリットを意識してい

る結果とも考えられた。紙巻のみの喫煙者は、同じ状況の維持もしくは、禁煙を選択する割合が高く、

加熱式たばこ使用者との傾向が異なっていた。

A．研究目的 
 加熱式たばこが 2016 年から全国販売され、喫

煙者が選択するたばこの種類は大きく変化してき

ている。加熱式たばこ販売後から 2025 年現在ま

での法規制などの状況を見ると、改正健康増進法

が 2020 年に全面施行に伴い 1）、屋内でも加熱式

たばこを含む喫煙が原則禁止となるなど受動喫煙

防止対策が強化された。また、2018～2022 年度か

けてたばこ税が紙巻きたばこは３段階、加熱式た 

ばこは 5 段階で引き上げられており 2）、喫煙者の

動向に影響を与えていると考えられる。 
2018～2022 年度に実施されたたばこ税増税時の

紙巻きたばこ、加熱式たばこ喫煙者の喫煙及び禁

煙の動向を調査するため、インターネットを用い

たアンケート調査 JASTIS(The Japan “Society 
and New Tobacco” Internet Survey)3）を用いて

分析を行った。 



60 
 

B．研究方法 
１．調査データ 
 楽天リサーチ株式会社を通じて実施している、

インターネットを用いたア ンケート調査

JASTIS3）の結果の一部を用いた。本調査は、2015
年から毎年 1～3 月に、対象者を新規に増やしなが

ら継続的に追跡調査されている。対象者は、リサ

ーチパネルに登録している 16 歳以上の男女であ

る。 
本研究では、2018～2023 年の調査データを用い

た。2018 年調査は前年の追跡調査として実施され

ており、その回収率は（回収者数／調査時に調査

会社から連絡可能であった対象者数）66.7％
（10611／15901）であった。2019 年調査以降は、

追跡調査に新規調査が追加される形で実施されて

おり、追跡調査の回収率は 2019 年 62.5％（9262
／14825）、2020 年 63.6％（9116／14330）、2021
年 73.3％（24059／32827）、2022 年 71.9％（28776
／39998）、2023 年 63.6％（28437／44681）であ

り、それぞれ新規調査として 1738 名、1884 名、

1941 名、4224 名、5563 名が追加された。 
 
２．分析対象者 
 回答者のうち、性別と年齢をベースにランダム

に選択されたコホートのみに限定すると、対象者

は 2018 年 9138 名、2019 年 9256 名、2020 年

9437 名、2021 年 24601 名、2022 年 31747 名で

あった。その上で、矛盾する解答や不正解答と判

断できる者を除外した。除外方法は、アルコール

や薬物使用の質問にて全ての種類で使用したと回

答するなどであり、先行研究に示されている 3）。
その結果、それぞれ 8922 名、9059 名、9291 名、

21899 名、28982 名となった。さらに、年齢を 20
～69 歳に限定した結果、それぞれ、8530 名、7793
名、7609 名、17805 名、23805 名となった。 
調査時点から過去 1 年間の間に紙巻きたばこも

しくは手巻きたばこ（以下、紙巻きたばことする）

もしくは加熱式たばこを習慣的に使用していた者

（以下、喫煙者とする）に限定した結果、それぞ

れ、1837 名（20～69 歳に限定した人数を分母と

して 21.5％）、1488 名（19.1％）、1522（20.0％）、

3725 名（20.9％）、5033 名（21.1％）となった。

さらに、翌年の追跡調査の回答者数は、それぞれ、

1397 名（76.0％）、1220 名（82.0％）、1040 名

（68.3％）、2618 名（70.3％）、3304 名（65.6％）

であった。なお、喫煙者は、「直近 30 日以内に使

用したか」もしくは、「直近 30 日以内ではなく直

近 1 年以内に使用したか」の質問に「はい」と回

答し、「現在たばこを吸っていますか」の質問に「以

前は習慣的に使用していたが今はやめている」

「時々使う日がある」「ほとんど毎日使っている」

と回答した者と定義した。 
 
３．調査項目 
喫煙に関する項目として、現在の喫煙状況、過

去 1 年もしくは直近 30 日間で使用したたばこの

種類を用いた。 
 
４．分析方法 
 本研究では、2018～2022 年の各年を初回調査と

し、翌年の調査を追跡調査とする 1 年の継続調査

データを 5 セット設定して分析を行った。喫煙は、

「紙巻きたばこのみ使用（以下、紙巻のみ）」「加熱

式たばこのみ使用（以下、加熱のみ）」「紙巻きたば

こと加熱式たばこの併用（以下、併用）」の 3 種類

設定し、その他のたばこ製品（電子たばこ、葉巻

（リトルシガーを含む）、パイプ、煙管、噛みたば

こ、嗅ぎたばこ、水たばこ電子たばこ）の喫煙の有

無は問わないこととした。初回調査時に喫煙者で

あった対象者の追跡調査時の過去 30 日の喫煙お

よび禁煙状況を分析し、その推移を図式化した。

禁煙は、追跡調査時に過去 30 日間にたばこを使用

しなかったと回答した者と定義した。同時に、禁

煙した喫煙者の翌年の状況の分析も行った。2018
～2021 年の各年の初回調査で喫煙者であり、翌年

の調査時に禁煙したと定義された対象者の次年度
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の喫煙状況の分析を行い、その推移を図式化した。

解析ソフトとして、IBM SPSS Statistics Version 
31.0 for Windows を用いた。 
 
（倫理面への配慮） 

インターネット調査に当たり、調査受諾の同意

は、リサーチパネル登録時に楽天リサーチ株式会

社により実施されている。さらに、日本マーケテ

ィングリサーチ協会による綱領およびガイドライ

ンに従い、本調査の実施に関して調査会社から承

認を得た。調査実施時には、「アンケート調査対象

者への説明文」を提示し、調査で得られた情報は

個人を特定できない形でのみ発表されること、調

査の目的以外には利用しないことを明記した。本

調査は大阪国際がんセンター倫理審査委員会

（2016 年 11 月 7 日、承認番号 1611079163）、東

北大学大学院医学研究科倫理委員会（2024 年 6 月

27 日、承認番号 2024-1-231）、同志社女子大学倫

理審査委員会（2024年 12月 16日、承認番号 2024-
28）からの承認を受け実施した。 
 
C．研究結果 
１．喫煙状況の推移 

紙巻のみは、2019～2020 年コホートの 74.1％
を除き、約 65％が紙巻のみの状況を維持していた

（図 1）。しかし、加熱のみへの移行は 2％程度に

留まっていた。併用は、2018～2019 年コホートで

は 16.7％であったが、2019～2020 年コホート以

後は低下し約 7～9％であった。禁煙への移行は、

2018～2019 年コホート 15.6％、2019～2020 年コ

ホート 16.9％であったが、2020～2021 年コホー

ト以降、25％以上に増加した。 
 加熱のみの喫煙者は、調査年によってばらつき

はあるものの、約 58～70％が加熱のみの状況を維

持していた（図 2）。紙巻のみへの移行は、2018～
2019年コホートから 2020～2021年コホートは約

5％であったが、2021～2022 年コホート以後は、

約 2％に低下した。併用へは約 12～18％が移行し

ていた。禁煙への移行は、2018～2019 年コホート

14.8％から、2019～2020 年コホート 24.1％と増

加したが、2020～2021 年コホート以降減少した。 
 併用は、約 50％が併用を維持ししていた（図 3）。
紙巻のみへの移行は、2018～2019 年コホート

12.3％から、2019～2020 年コホート 25.6％と増

加し、2020～2021 年コホート以後は徐々に低下し、

2022～2023 年コホートでは 10.0％となった。逆

に加熱のみへの移行は、2018～2019 年コホート

24.0％から、2019～2020 年コホート 14.2％と減

少し、2020～2021 年コホート以後は 20％以上に

増加した。禁煙への移行は、2018～2019 年コホー

トから 2021～2022年コホートでは約10～12％で

あったが、2022～2023 年コホートで 16.3％と増

加した。 
２．禁煙者の推移 
 初回調査で喫煙者であり、翌年の調査時に禁煙

したと定義され、さらに翌年の調査の有効回答者

は、2018～2020 年コホート 166 名、2019～2021
年コホート 126 名、2020～2022 年コホート 166
名、2021～2023 年コホート 371 名であった（図

4）。 
 禁煙を継続していた喫煙者は、2018～2020 年コ

ホート 69.9％であったが、徐々に増加し、2020～
2022 年コホート以降は約 74％であった（図 4）。
翌年再喫煙していた喫煙者中、紙巻のみに移行し

た者は、2018～2020 年コホート 20.5％であった

が、翌年以降減少し、2021～2023 年コホートでは

16.2％であった。加熱のみへの移行は調査期間を

通じて 5%以下であった。併用は 5.4～7.1％を示し

た。 
 
D．考察 
本研究では、加熱式たばこの普及やたばこ規制・

対策、新型コロナウイルス流行などの変化に伴い、

喫煙者の喫煙や禁煙状況にどのような影響がある

のかを考察するため、日本の一般住民を対象に行

ったインターネット調査 JASTIS の結果を用いて
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分析を行った。 
 喫煙者は調査期間を通じて、紙巻のみ、もしく

は加熱式のみは約 6～7 割、併用は約 5 割が同じ

状況を維持していた。他のたばこ製品への移行状

況を見ると、紙巻のみ及び、加熱のみの喫煙者は、

併用への移行が多く、その割合は、加熱のみの喫

煙者の方が高い傾向にあった。併用をみると、紙

巻のみへの移行約 1 割、加熱のみ約 2 割であり差

がみられた。喫煙者が加熱式たばこを選択する割

合が高い理由として、加熱式たばこの広告戦略 4)
や、改正健康増進法において 1)、加熱式たばこ専

用室であれば飲食やパチンコが可能であり、紙巻

きたばことは規制が異なっていることなどを受け、

喫煙者が加熱式たばこのメリットを意識している

5), 6)結果とも考えられた。 
 禁煙への移行を見ると、紙巻のみの喫煙者は、

2020～2021 年コホート以降 25％以上と増加して

いたが、加熱のみ、併用では増加傾向はみられず、

その割合も低く、加熱式たばこの使用は禁煙を促

進しない可能性が示唆された。先行研究では、加

熱式たばこ使用者は再喫煙しやすいことや、紙巻

きたばこと加熱式たばこの併用者は禁煙しにくい

ことが示されている 7)。これは、喫煙者が加熱式

たばこのメリットを享受しているため 5), 6)、禁煙

に結びつかないのではと考えられる。 
禁煙者のその後の動向を見ると、約 7 割が禁煙

を維持していた。再喫煙した喫煙者の傾向を見る

と紙巻のみへの移行が最も多い傾向を示していた。 
本研究のデータは、インターネット調査結果か

ら得ており、対象者は日本国民を代表していると

はいいがたい状況にある。国民生活基礎調査回答

者と比較してインターネット調査回答者は、喫煙

者が少なく学歴がやや高いなどの傾向が認められ

たとの報告がある 8)。しかし、本研究の分析対象

者は喫煙者に限定しており、結果に大きな影響を

与える可能性は低いと考えられる。また、2021 年

度の通信利用動向調査における個人のインターネ

ット利用状況を見ると、13～59 歳では 9 割を超

え、60 歳代でも約 84％が利用していると回答し

ており 9)、本研究の調査対象者層のほとんどは、

インターネット調査に参加できる環境下にあると

考えられる。 
 
E．結論 
加熱式たばこの販売が開始され、改正健康増進

法の成立など、喫煙者の喫煙環境は大きく変化し

ている。喫煙者のたばこの使用状況や、禁煙行動

の変化に関する調査結果は、禁煙推進や製品の規

制のあり方を検討するうえで重要な基礎資料にな

ると考えられる。 
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図1 紙巻たばこ喫煙者の喫煙状況推移（2018～2023年調査）
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＊各喫煙者のn数（枠内）は各コホートの初回調査時の人数を示し、矢印の人数（％）は追跡調査時の喫煙状況と％を示す。

図2 加熱式たばこ喫煙者の喫煙状況推移（2018～2023年調査）
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＊各喫煙者のn数（枠内）は各コホートの初回調査時の人数を示し、矢印の人数（％）は追跡調査時の喫煙状況と％を示す。
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図3 紙巻きと加熱式たばこ併用者の喫煙状況推移（2018～2023年調査）

＊各喫煙者のn数（枠内）は各コホートの初回調査時の人数を示し、矢印の人数（％）は追跡調査時の喫煙状況と％を示す。
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